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分析の対象とする事業範囲

◯ 生物多様性の回復に関係するセクターのうち、国土交通省が所管するインフラ・建設分野は、土地の改変時におけるグリー
ンインフラの取組等により、リスク低減にとどまらないビジネス機会創出が見込まれる。

◯ さらに、不動産は非金融法人の資産の約1/4（約624兆円）を占め、市場に対する経済的インパクトが大きい。

◯ そこで、本分析では、グリーンインフラを整備した不動産に対する投資需要等に着目して市場調査を実施したい。

• ABINC
• SITES
• SEGES

• FSC
• PEFC

• LEED
• DBJ Green 

Building
• CASBEE
• BREEAM

バリューチェーン

想定される
GIの取組例

（特にNP関連）

結びつきの
大きい

環境認証例
• WELL

• 緑の回廊となる
エリア一体的な
緑地配置

• グリーンビルディング
に特化した
不動産投資商品

• グリーンビルディング
の建設

• 生物多様性に
配慮した施工方法

関連事業者
（メリットを得る主体）

不動産販売業
不動産開発業（デベロッパー）

• グリーン
レトロフィット

経済
メリット例 • 賃料・価格上昇

• 空室率の減少
• 利回り低下
• 継続契約の増加

• 認証材・国産材
の活用

建設系バリューチェーン各段階で想定されるグリーンインフラの取組と経済メリット（仮説）

建設業

• 優先的な購買・事業採択（要因：顧客層の環境意識、テナントの生産性向上等）
• TNFD枠組に則った情報開示による企業への【株式投資拡大】or【株式投資縮小リスク低減】

建設業不動産開発業（デベロッパー）
不動産管理業



不動産市場において生物多様性への対応に着目する意義
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◯ これまでの環境不動産では、省エネルギー設計や建物の長寿命化等が主な取組となっているが、TNFD等の世界的潮流
を踏まえ、外構の緑化等のグリーンインフラ（生態系ネットワークの形成など、生物多様性の保全に貢献しうる取組）にも注
目が集まることが期待される。

不動産における主なグリーンインフラの取組

ThinkPark Forest

東京ポートシティ竹芝三井住友海上駿河台ビル・駿河台新館

○外構部における緑地の創出

○屋上の緑化

出典：グリーンインフラ実践ガイド（国土交通省）

環境不動産の取組

出典：オフィスビルに対するステークホルダーの意識調査2023
（令和5年11月、株式会社日本政策投資銀行・株式会社価値総合研究所）

※緑枠・緑字を追記

生物多様性への対応
に着目している企業
は少ない



大西氏によるグリーンプレミアムの構成要素
（環境不動産全般の項目）

グリーンインフラの取組による不動産価値向上の構造（仮説）

純収益増加
利回り低下
還元利回り低下

不動産価値向上
物件価格上昇＝

◯ 第1回研究会では、大西氏により、環境不動産（グリーンインフラ関連以外の項目も含む環境認証の取得物件）における
グリーンプレミアムの構造が示された。

◯ グリーンインフラの取組（外構や屋上の緑化等）も、緑地の気温調節機能によるエネルギー使用量の削減、オフィスの環境
改善を通じた労働生産性の向上、社会的責任間の高い企業からのニーズ向上等に寄与することが期待される。

敷地内のグリーンインフラの取組による不動産価値向上の構造（仮説）
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出典：第１回グリーンインフラの市場における経済価値に関する研究会 大西氏資料、

「グリーンインフラ活用型都市構築支援事業の費用対効果分析手法マニュア
ル」（令和4年3月、国土交通省都市局公園緑地・景観課） を参考に事務局作成

蒸散機能による
気温低下

水道光熱費
削減

従業員の
離職防止・
生産性向上

賃料負担能力
（※1）向上

修繕コスト抑制

経年減価リスク
減少

不動産運営
費用削減

社会的責任感の
高い企業からの

ニーズ
退去リスク減少
・稼働率向上

投資リスク減少
投資家の求める
期待利回りの

低下

外構の緑化
屋上・壁面緑化

CO2吸収

生物多様性
の保全

純収益
の増加

還元利回り
（※2）の低下

エネルギー・水の
消費効率向上

快適なオフィス
環境の形成

グリーンインフラの効果
（今回は不動産敷地内の取組に限定）

不動産価値の向上

※１：賃料負担能力
事業用不動産等に入居したテナントが、売上・収益からどの程度オーナーに賃料を支払えるかという指標のこと。純収益の算出に用いられることがある。

※２：還元利回り
不動産投資における指標の一つで、不動産投資を行う方が「どれくらいの利回りを期待するか」を示すもの。キャップレートとも呼ばれる。



既往研究での知見の整理
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◯ 環境不動産（グリーンインフラ関連以外の項目も含む環境認証の取得物件）と不動産価値の関係に係る蓄積は多い。
また、敷地外における緑地の存在と不動産の価値（取引価格等）の関係も分析されている。

◯ 一方で、敷地内緑化等によるグリーンインフラの取組に着目して経済的な効果を分析した事例は見られなかった。

不動産の
価値向上

純収益の増加

利回りの低下
＝

出典：第１回グリーンインフラの市場における経済価値に関する研究会 大西氏資料 を参考に事務局作成

項目 既往研究での知見

純収益
（NOI）

・延べ床面積が10000m2以上の大規模物件において、CASBEE認証物件、東京都トップレベ
ル事業所認定物件のNOIが高い傾向がある。（青木ら,2017）

賃料

・同一ビルで環境認証（CASBEE、DBJ Green Building、BELS）取得前後を比較すると、認証
5では4.6%の賃料押上げ効果がある。（三井住友信託銀行株式会社,2022）

・グリーンラベルが付与されたオフィス物件（CASBEE、CASBEE-不動産、DBJ Green 
Building認証物件）は、平均して契約賃料に対して約6.5％のプレミアムを得ることが示され
た。（大西ら,2021）

・分析対象期間における環境認証の効果は、大規模・築浅ビルに限ると、新規賃料で2.3%の
プラスの効果が確認された。（ザイマックス不動産総合研究所,2020）

・CASBEEビルは非CASBEEビルに比べて、共込賃料坪当たり約564円（サンプルの平均賃
料比約3.64%）高い。（スマートウェルネスオフィス研究委員会報告書,2016）

水道
光熱費

・CASBEE、DBJ Green Building、BELS認証の取得物件について、年数が経過すると水道光
熱費が削減され、NOIが高い傾向がみられた。（党ら,2019）

項目 既往研究での知見

利回り
・J-REITオフィスビルにおいてCASBEE不動産認証を取得すると、キャップレートが2.4%程度
低下する。（国土交通省,2021）

・修繕コスト抑制
・水道光熱費削減
・労働生産性の向上に伴う賃料負担能力向上

環境不動産に関する既往研究

・退去リスク減少、稼働率向上
・経年減価リスク減少

項目 既往研究での知見

取引
価格

・分譲マンションでは、100m圏内の散在緑地の量が10%増加すると、平均住宅価格が2～
2.5%(74万円～93万円）上昇する。（黒田ら,2023）

・東京近郊都市において、緑・植栽や開放性が不動産価格と正の相関がある。また、住宅地
の連続性を損なう農地は不動産価格の負の相関を示さない。（Suzuki,M et al.,2023）

・NYのハイライン沿道80mで住宅販売価格が35%増加した。（Black&Richards,2020）
・NYでは、コミュニティガーデンが300m以内の不動産物件の販売価格上昇に有意に影響。
特に、貧しい地域で最も効果が大きい（不動産価値9.4%上昇）。（Voicu,I.,&Been,V.,2008）

・練馬区の新築戸建住宅の取引価格について、1,000㎡以上の農的土地利用は京商住宅に
とってプラス、1,000㎡未満の農的土地利用はマイナスの効果を与える。（鈴木・浅見,2014）
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経済効果分析のアプローチ （まとめ）

◯ 既往研究では、不動産敷地内での緑地と不動産価値の関係を分析したものは見られなかった。
◯ 今般の分析では、東京23区を対象として、物件における敷地内緑化及び環境認証の取得と、取引価格・賃料・還元利回り

等で表される不動産価値向上との関係を明らかにすることを目的としたい。

6

対象地域スコープ

東京
23区

不動産
建設～運用
フェーズ

説明変数（因）

環境認証
緑地（自然）・
生物多様性系

敷地内緑化

目的変数（果）

利回り低下

純収益増加

最終目的

ネイチャーポジティブに資する
敷地内緑化開発の促進

※J-REITデータベー
スを用いた分析

ネイチャーポジティブに資する
敷地内緑化物件への投資促進

不動産
価値向上

「
ネ
イ
チ
ャ
ー
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
に

資
す
る
物
件
は
儲
か
る
」
？

ビジネス機会
創出の契機
となりうる
国交省分野
市場への
経済的
インパクト大

23区を対象と
した既往研究
が豊富
都市部では
環境認証の実
績が豊富

∴本調査では
23区から着手

敷地内緑化と
不動産価値の
関係への着眼
は少ない

脱炭素・省エネ
を主軸に置いた
既往研究が多く、
生物多様性・
自然への着眼
は少ない

大西氏による話題提供
「グリーンプレミアムの構造」に則り、
「純収益増加」と「利回り低下」に分解
ある程度汎用的な因果関係について
示唆を得る観点から、個別事例ではなく
J-REITデータベース等を用いた複数
事例の分析を実施
定性的な知見を得る観点からは、
並行して関連企業に対する投資需要の
ヒアリング等も実施

直接的なターゲットとして以下を想定
不動産開発会社（デベロッパー）
不動産投資家

経済効果分析の考え方

企業テリトリー内で
緑化を行う動機がない



経済効果分析の詳細な手順
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不動産データの
収集・整理

モデルの構築

グリーンインフラによる不動産価値の向上効果の算定

グリーンインフラと
不動産価値
の傾向分析

グリーンインフラによる不動産価値へのインパクトの傾向を分析（特定の駅周辺のエリアで、敷地
内の緑地と賃料等の経済価値の関係を分析する等）

（上記分析により、敷地内緑地と不動産価値の関係性がみられた場合）

データ：東京23区内の特定のエリアを対象に、敷地内緑地の有無、認証取得の有
無別のサンプルが均一となるように配慮したデータを整理（300物件程度を想定）

活用モデル：物件の住所や築年数等の属性の違いによるバイアスを排除するた
め、グリーンインフラによる効果を取り出して評価できるモデルを検討。

※面的かつ、同一不動産のパネルデータ（時系列）の入手が可能な場合は、組み合わせて分析
（その際、DID分析（差の差分析）のフレーム活用を想定）

◯ 以下の手順で段階的に検討を進めることで、グリーンインフラの経済価値を分析する。

東京23区を対象として、物件の敷地内での緑化及び環境認証の取得と、取引価格・賃料・還元利
回りに関するデータを収集・整理

不動産の価値

（価格、賃料、利
回り 等）

敷地内の
緑地面積

A駅

賃料10万円

賃料7万円

賃料8万円

賃料8万円 賃料8万円

賃料7万円

グリーンイン
フラ実施物件

その他物件

凡例

グリーンインフラと不動産価値の関係分析（イメージ） 不動産価値のマッピング（イメージ）

STEP
1

STEP
2

STEP
3



（参考）分析対象とする環境認証制度の選定

◯ 緑地認証を取得している不動産は、グリーンインフラの取組を実施していると想定されるため、個々の不動産における緑地
認証の取得状況を整理し、分析対象とする。

◯ あわせて、グリーンインフラの取組を実施している不動産における不動産認証の取得状況を整理する。

主な緑地・不動産の認証制度
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カテゴリ 認証制度 国内での認証件数 グリーンインフラに関連する主な評価項目

緑地 国内 JHEP
（ハビタット評価認証制度）

45件（2024年3月時点） ・植栽予定植物や導入予定動植物等
・将来におけるハビタット得点

ABINC
（いきもの共生事業所認証）

118件 ・生物多様性に貢献する環境づくり
・生物多様性に配慮した維持管理

SEGES
（社会・環境貢献緑地評価
システム）

そだてる緑 ：37件
都市のオアシス ：47件
つくる緑 ：24件

・そだてる緑 ：土地利用の永続性、緑地機能の発揮
・都市のオアシス ：緑地の公開性、安全性、環境への配慮
・つくる緑 ：緑地マネジメント、緑地機能の発揮

海外 SITES 6件 ・デザイン：水、土壌と植生

不動産 国内 CASBEE 建築（新築）： 397件 （2024年2月時点）
不動産 ：1,538件 （2024年2月時点）

・建築（新築）：室外環境（敷地内） 生物環境の保全と創出
・不動産 ：敷地 生物多様性の向上

DBJ Green Building 1,799件 （2023年3月時点） ・周辺環境への配慮：緑化、グリーンインフラに関する取り組み
・生物多様性への配慮

海外 LEED 468件（2023年7月時点） ・雨水管理
・ヒートアイランド現象の緩和

WELL 34件（2023年9月時点） ・屋外の熱管理
・屋外における自然とのつながりの提供

○国内での認証件数、主な評価項目を踏まえ、ABINC、SEGESを主な分析対象とする。

○不動産認証については、国内での認証件数が多く、既往研究における分析対象にもなっているCASBEE、DBJ Green Buildingの取得状況を
整理する。

出典：各認証制度のウェブサイト等を参考に作成


